平成29年度　第２回建設事業評価審議会議事概要

日　　時　平成29年６月28日（水）　14時30分～17時

場　　所　大阪府庁本館１階　第２委員会室
出席委員　村上会長・伊藤委員・恩地委員・酒井委員・松島委員・門上委員　

（６名）

議　　題　（１）審議対象事業について

　　　　　（２）その他

【議事概要】（◆会長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）

（１）審議対象事業について

◆　事務局から配付資料に基づき説明

　資料１　　：審議等スケジュール（案）
資料２－１：追加説明資料①（第１回審議会での審議実施事業（道路事業））
資料２－２：追加説明資料②（道路事業）
資料３－１：事前評価審議案件の概要及び事務局確認内容

資料３－２：再評価（再々評価）審議案件の概要及び事務局確認内容

◆［会長］
　では、審議に入る。

　一般国道170号（若樫工区）道路改良事業については、前回の審議において５つのご質問及び意見があったので、説明をお願いしたい。

　　①事業実施の有無による交通量の差分から走行時間短縮便益等を算出するプロセスや交通事故減少便益がマイナスの値になっていることについて具体的に説明願いたい。

　②前回資料でお示し頂いた差分図の説明について、「交通量が減少している箇所は、プラス便益が発生」と記載されていることについて、誤解を招く恐れがある。

　③全体事業費の約7割を占める橋梁工の内訳や資料がないので、補足いただきたい。

　④交通混雑が緩和されること等によりＣＯ2など大気質への環境負荷が低減されるのであれば、評価調書の「自然環境の影響とその対策」欄にその旨を記載してはどうか。

⑤今回拡幅事業を実施する理由について、本路線に接続する国道480号バイパスの供用による交通量の増加が見込まれるためと記載されているが、元々4車線の計画道路であることを踏まえた記述にした方がよいのではないか。

◆［都市整備部道路整備課］

　資料２－１「追加説明資料①」に基づいて説明。

　①便益の算出プロセス等について、２～６ページにより説明。
　②記載を削除。

　③橋梁工の概要について、８～10ページにより説明。

　④評価調書の「自然環境の影響とその対策」欄に、「周辺道路の混雑緩和により、大気質への負荷物質の排出量の低減に寄与する。」を追記した。
　⑤評価調書の対応方針（原案）の判断の理由について、12ページのとおり修正した。

○　５ページの表で、整備をした場合、交通量が減少している。整備すると便利になったところに交通が集中し、交通量は増えると思うが、どう理解すればよいか。
⇒［都市整備部道路整備課］

この表は、事業区間ではなく、周辺の道路（４ページの図 リンクα）を一例として計算している。事業区間を整備することによって、周辺の交通が分散され減少している。
○　交通事故減少便益がマイナスだが、交通事故件数としてはどうなのか。

⇒［都市整備部道路整備課］

交通事故減少便益は、マニュアルの算定式を基に貨幣価値として算出するものであり、事故件数としては出ない。算定式では、交通量が同じであれば、２車線が４車線になることで交通事故による損失が減る、つまり便益は上がるようになっている。
○　全体では便益はマイナスなので、事故による損失は増える方向である。事業区間では、２車線が４車線になることによって損失額が減少する要素に比べて交通量が増えることにより損失額が増える要素の方が大きく影響するため結果的に便益はマイナスになり、全体で見ても、増える区間もあれば減る区間もあり、トータルではマイナスになるという理解でよいか。
⇒［都市整備部道路整備課］

そのとおり。

○　周辺で生活している方々にとっては、橋ができることにより、景観が損なわれ、また不法投棄の恐れもある。不法投棄の抑止のため、橋に照明を設置するなど周辺住民への配慮をお願いしたい。
⇒［都市整備部道路整備課］

承知した。

○　橋梁の下部工はいつ施工したか。

⇒［都市整備部道路整備課］

若樫橋は昭和55年施工。松尾川大橋は昭和57年に橋台のみ施工済みである。

○　どんな状況か。

⇒［都市整備部道路整備課］

予備設計時に確認したところでは、コンクリートに問題はないが、阪神淡路大震災以前の旧耐震設計基準のため、耐震補強が必要である。

◆［会長］

　　他にご意見やご質問等はあるか。

特に無いようなので、本件については現段階で、対応方針（原案）のとおり「事業実施」としてよいか。

○　異議なし。

◆［会長］

それでは、本件は「事業実施」とさせていただく。

◆［会長］

続いて、再評価案件の審議に移る。

まず、初めに道路事業である「主要地方道岸和田港塔原線道路・鉄道立体交差事業」についてご説明願いたい。

◆［都市整備部道路整備課］

資料２－２「追加説明資料②」に基づいて説明。

（主要地方道岸和田港塔原線道路・鉄道立体交差事業）

・本路線は、岸和田市域を東西に結ぶ主要な幹線道路である。本路線とＪＲ阪和線とが交差する踏切部は「ボトルネック踏切」となっており、また本路線と並行する岸和田市道の踏切は「開かずの踏切」となっていることから、ともに慢性的な渋滞箇所となっている。
・本事業は、当該踏切を含むＪＲ東岸和田駅周辺の立体交差化（鉄道高架化）及び岸和田港塔原線を拡幅することにより、円滑な交通の流れの確保や環境改善に寄与し、地域の発展に資することを目的とする。
・事業延長は2.1㎞（うち高架化区間1.5㎞で東岸和田駅を含む）。

・全体事業費は約260.0億円で前回評価時から増減なし。

・事業の進捗率は、用地100％で前回評価時から増減なし、工事69％で前回評価時から56％増加。

・費用便益比は2.75で前回評価時から0.10減少。

・平成27年2月に下り線の高架化が完成しており、上り線についても、平成29年秋完成の予定である。
・高架化完成以降は、引き続き、旧ホームや仮線の撤去、踏切の撤去、府道岸和田港塔原線（鉄道交差部分）の拡幅などを実施していく

・対応方針（原案）は「事業継続」と提示。

（判断の理由）

・平成29年秋に全線高架化の予定である。
・鉄道の高架化に合わせて府道を拡幅することにより、円滑な交通の流れの確保や環境改善に寄与することができる。
○　８ページの表で、平成13年に比べ平成26年の交通量が大幅に減少しているが、このまま減り続けることはないか。

⇒［都市整備部道路整備課］

この間に、並行する府道春木岸和田線や市道の比較的大きな道路が供用開始しており、その影響が出ていると考えられる。このまま減っていくことはない。

○　９ページ。費用便益分析の算出に平成17年度の交通センサスを用いているが、平成27年度が最新ではないのか。

⇒［都市整備部道路整備課］

平成27年度のセンサスは現況交通量のみで、これをベースにした将来交通量予測はまだ国から示されていない。現在の将来交通量予測としては平成17年度のセンサスをベースにした平成42年度の予測が最新である。
○　国の予測がなくても、新しい情報がある以上は、平成27年度のセンサスデータを用いて交通量が１～２割減った時にB/Cにどの程度影響するという様な確認はしておくべきである。計算をし直すというのでなく、感度分析的にでもB/Cに与える影響はそれほど大きくないと言えるバックデータがある方が良いと思う。
○　対応方針（原案）の判断の理由に、「平成29年秋に全線高架化の予定である。」とあるが、これは理由になるのか。どれだけ事業が進捗していようとも、必要性を踏まえた判断がなされるべきである。少なくとも、最初に来るべき理由ではないと思う。

⇒［都市整備部道路整備課］

ご指摘のとおり、記載の順序を入れ替える。

○　９ページ。維持管理費が年間200万円とあるが、これは何年間必要で、また、事業費に含まれているのか。

⇒［都市整備部道路整備課］

マニュアルに基づき便益の算定上は50年間としている。また、事業費には含まれない。

◆［会長］

　　他にご意見やご質問等はあるか。

特に無いようなので、本件については現段階で、対応方針（原案）のとおり「事業継続」としてよいか。

○　異議なし。

◆［会長］

それでは、本件は「事業継続」とさせていただく。

◆［会長］

次に、「一般国道170号西石切立体交差整備事業」についてご説明願いたい。

◆［都市整備部道路整備課］

資料２－２「追加説明資料②」に基づいて説明。

（一般国道170号西石切立体交差整備事業）

・本路線は、高槻市を起点とし、泉佐野市を終点とする広域幹線道路である。
・本事業により、国道308号との交差点を立体交差化（アンダーパス形式）し、国道170号の慢性的な交通渋滞の緩和を図ることを目的とする。
・事業延長は840m、道路幅員は34.0ｍ、車道４車線（アンダーパス部）。

・全体事業費は約160.0億円で前回評価時から増減なし。

・事業の進捗率は、用地98％で前回評価時から増減なし、工事16％で前回評価時から増減なし。

・費用便益比は1.11で前回評価時から0.02減少。

・平成22年5月に交差点部を平面拡幅し暫定的に供用している。
・対応方針（原案）は「事業休止」と提示。

（判断の理由）

・平成22年5月の暫定平面交差での供用開始後、一定の渋滞緩和が図られており、都市計画道路大阪瓢箪山線整備事業が完了見込みの平成34年度以降に周辺の交通状況を検証し、事業実施の判断について見極める必要がある。
○　確認だが、前回５年前の評価の時にも、休止の判断であったということでよいか。

⇒［都市整備部道路整備課］

はい。

○　対応方針（原案）の判断の理由の中に、「平成22年５月の暫定平面交差での供用開始後、一定の渋滞緩和が図られており」という記述があるが、データの裏付けはあるか。

⇒［都市整備部道路整備課］

改良した際に交差点の混雑度を算定している。交差点の混雑度は平成９年時点では1.77であったのに対し、平成25年に整備を行った結果、平成27年センサス時点では1.28と、混雑緩和が図られている。

○　若干まだ混んでいると読み取れると思えるが如何か。それでもやはり休止という判断をする理由は、５年後に新たに開通する予定の都市計画道路大阪瓢箪山線ができれば更に混雑の緩和が見込めるということが根拠であるという理解でよいか。

⇒［都市整備部道路整備課］

そのとおり。平成27年に大阪瓢箪山線の事業評価をいただいているが、その際の差分図でも、大阪瓢箪山線を整備すると国道170号の交通量が減るという結果が出ているので、渋滞緩和が図れると考えている。

○　そのことを反映すると費用便益比の便益の部分がかなり落ちてくる可能性があると考えてよいか。お示しの費用便益比は平成17年センサスをベースに平成42年を予測したものであって、ギャップ分析と言うか、想定していたものと現状がどの程度違っているかということを踏まえて検証した結果が重要になってくるかと思う。その辺りも考慮に入れた判断という理解でよいか。
⇒［都市整備部道路整備課］

そのとおり。平成17年センサスに比べ平成27年センサスでは交通量が減少しているので、B/Cも下がるということを想定に入れている。
○　休止というのは大きな判断だと思うので、仮に交通量がこれ位減れば便益がこれ位動く。説明のあった混雑度1.28が休止と判断するのに決定的な値かというと微妙なところなので、可能な範囲で客観データを最新のデータに基づいて出して欲しい。
⇒［都市整備部道路整備課］

国道170号の交通量は、平成17年時点で32,679台/日、平成22年時点で32,144台/日、平成27年時点で28,834台/日となっている。また、平成42年の予測は、37,500台/日となっている。また、国道308号の交通量は、平成17年時点で27,650台/日、平成22年時点で26,884台/日、平成27年時点で24,020台/日となっている。
○　お示しいただいた数値を踏まえると、平成42年の交通量はかなり減ることが想定されるということが理解できた。

○　事業の進捗状況として、投資済み事業費が用地43億円、工事18億円とあるが、中止となった場合、これらは無駄にならないか。

⇒［都市整備部道路整備課］

既に取得済みの用地を利用して車道や歩道を拡幅するなどの改良が出来ないかということを検討していくことが必要だと考えている。

○　用地買収に着手する前に、大阪瓢箪山線の開通により、この部分の交通量が減ることは想定できたのではないか。

⇒［都市整備部道路整備課］

本事業は平成10年に採択されたが、その時点では将来の交通量は増えていくという予測であった。

○　61億円は大きな額である。もっと早くに将来交通量の減少が想定できていれば、無駄が防げたのではないかと思う。

⇒［都市整備部道路整備課］

まだ中止と決まった訳ではないが、仮に中止となった場合でも、現在整備済みの暫定形と完成形では、道路幅員はほぼ変わらず、用地に関してはほぼ無駄にはなっていない。中央分離帯部分についても、右左折レーンとなったり、概ね有効に利用されている。
○　地元市の要望はどうか。

⇒［都市整備部道路整備課］

事業着手時はあったが、現在はない。大阪瓢箪山線に対しては強い要望を受けている。
○　休止期間が長いが、業者との契約は大丈夫か。中止した場合に、業者との契約打切り等で追加のコストが発生する可能性はないのか。

⇒［都市整備部道路整備課］

現在、継続中の契約は無い。

○　全体事業費約160億円の内訳として、国88億円、府72億円とあるが、投資済みの工事費18億円は府の負担分か。中止した場合に、国に対して問題はないのか。

⇒［都市整備部道路整備課］

88億円は国からの交付金。18億円にも国の交付金が含まれている。

暫定形の平面改良で効果は出ているので、国に対しても説明は出来る。

○　平面交差とし、更に車線数を増やした場合のB/Cは算出するのか。

⇒［都市整備部道路整備課］

はい。

○　平成34年度までは現況のままか。

⇒［都市整備部道路整備課］

状況が変わるまでは現況のままである。

◆［会長］

　　他にご意見やご質問等はあるか。

特に無いようなので、本件については現段階で、対応方針（原案）のとおり「事業休止」としてよいか。

○　異議なし。

◆［会長］

それでは、本件は「事業休止」とさせていただく。

◆［会長］

次に、「一般府道豊能池田線（伏尾バイパス）道路改良事業」についてご説明願いたい。

◆［都市整備部道路整備課］

資料２－２「追加説明資料②」に基づいて説明。

（一般府道豊能池田線（伏尾バイパス）道路改良事業）

・本路線は、大阪府北部の豊能郡と池田市中心部を結ぶ幹線道路である。

・当該区間は、道路線形が悪く、大型車交通も多いことや、土砂災害の影響を受けやすい区間となっていることから、本事業により、現道のバイパス機能を確保し、交通の円滑化や歩行者等の安全確保を目的としている。

・事業延長は1.4㎞、道路幅員は13.0ｍ、車道２車線、両側に自転車歩行者道、橋梁２橋。

・全体事業費は約57.0億円で前回評価時から増減なし。

・事業の進捗率は、用地82％で前回評価時から増減なし、工事20％で前回評価時から増減なし。

・費用便益比は1.05で前回評価時から0.23減少。

・対応方針（原案）は「事業休止」と提示。

（判断の理由）

・地形上の制約や走行性の観点から対策が必要であるが、残事業費が大きいことに加え、用地買収に課題がある。
・早期に効果を発現できる目処が立たないため、箕面森町の企業誘致ゾーンや新名神高速道路の開通による交通状況変化を踏まえ、事業実施の判断を見極める必要がある。

○　新名神高速道路が開通することにより、本事業区間の交通量は増えるという予測なのか。

⇒［都市整備部道路整備課］

減るという予測である。新名神に交通が転換するという予測である。また一方で、箕面森町が開発中であることもあり、新たに発生する交通も見込まれるため、以上２つの要素を踏まえて見極めることを考えている。

○　事業の必要性に変わりはないか。
⇒［都市整備部道路整備課］

本事業区間の大型車混入率は低下しているが、線形等は変わりないので、事業の必要性に変化はない。

○　土砂災害の危険への対策よりは、コスト縮減を優先するということか。早期の効果発現が出来ない、用地買収に課題があるとの記述がある。安全性に問題があると思うが如何か。

⇒［都市整備部道路整備課］

土砂災害については、現道の法面に対する要対策箇所の調査を行い、別途、防災対策を実施しているところである。

○　対応方針（原案）の判断の理由に記述されている「用地買収に課題がある」とは具体的にはどういうことか。

⇒［都市整備部道路整備課］

未買収の用地で、地権者の合意が得られていない箇所がある。ただし、現在は、事業休止中なので、交渉はしていない。

○　事業継続となった場合は、交渉を再開するのか。

⇒［都市整備部道路整備課］

再開する。

○　買収済みの82％は、写真を見る限り、何にも利用されていない様に見えるが如何か。

⇒［都市整備部道路整備課］

買収済みの大部分は、現道拡幅区間である。もし、事業中止となった場合は、現道対策として現道を拡幅するなどに利用できる。

○　買収済みの用地が無駄になることはないという理解で良いか。

⇒［都市整備部道路整備課］

はい。

○　箕面森町の開発に伴うデータを教えて欲しい。

⇒［都市整備部道路整備課］

住宅の計画戸数1,800戸、計画人口6,000人。企業誘致ゾーンは117ha。

○　直近の交通量に対して、その影響はどの程度と考えているか。1,800戸は大きな数字ではなさそうだが、企業誘致ゾーンに物流企業が来て、大型車の交通が劇的に増えるということは恐らくないとは思うが、そのような想定はしているか。

⇒［都市整備部道路整備課］

大阪府が誘致しようとしている施設には、物流施設、製造加工施設もある。具体的な数字はお示しできないが、物流施設が来て、大型車が大幅に増えるということは十分考えられる。

○　交通容量を踏まえて見極めるのも一つの判断だが、もし予め想定されるならば、今判断するのが正しいということも考えられると思う。

必要性としては、交通量そのものよりも、大型車の交通量が問題という理解でよいか。

⇒［都市整備部道路整備課］

はい。

○　新名神開通後のネットワークでは、仮に本事業区間が通れなくても、箕面グリーンロードや新名神で通行は可能で、大きな影響は無いだろうと考えられるが、本当にそうなのかは、箕面森町のまちびらきが終わって実際にどうなのかを見て判断をしようと、そういう理解でよいか。

⇒［都市整備部道路整備課］

はい。平成19年５月に箕面グリーンロードが開通して、大型車の転換が図られている。今後、新名神が開通して交通量が減ったとしても、安全性の問題が残るので、現道拡幅等の検討をしていきたいと考えている。

○　安全性に問題があることが分かっていてやらない、後回しにする、という風に聞こえる。優先順位を後回しにすることについて、その理由を伺いたい。

⇒［都市整備部道路整備課］

現段階では、バイパス（トンネル）を作っていこうという計画である。それによって、現道はかなり交通量が減るので交通安全上も大丈夫だろうという判断をしている。ただ、新名神や箕面森町の状況を見て、最終判断して、このバイパスが必要ないとなれば、今の現道が主な交通になるので、その時は安全対策をしていかなければならないと考えている。交通安全対策とバイパスは別物とのご意見のようであるが、我々としてはまずはバイパスを作ることを計画としているので、それが決まってからの現道対策と考えている。

○　バイパスが出来ても、現道は旧道として供用され続け、問題がある箇所については別途工事をして、安全対策を考える。つまり、バイパスがあるなしに関わらず、安全対策はしなければならないという理解でよいか。

⇒［都市整備部道路整備課］

バイパスが出来れば、現道の交通量は大幅に減るので、交通安全対策はしない予定である。

○　仮に、事業中止になった時に、買収済みの用地は何に使うのか。

⇒［都市整備部道路整備課］

30ページの写真①で言うと、ガードレールの右側の土地を一部買収している。歩道設置など、拡幅により現道の安全対策を図っていきたいと考えている。

○　買収済みの用地はどの程度あるか。

⇒［都市整備部道路整備課］

事業区間南側の現道拡幅区間は買収が進んでいるが、バイパス区間のトンネル部分の買収はあまり進んでいない。

○　新名神開通予定が平成29年度、箕面森町完成予定が平成30年度となっているが、どの時点で判断するのか。

⇒［都市整備部道路整備課］

箕面森町完成後に交通が落ち着いた頃。平成30年度か31年度頃に状況を見極める。

○　地元市は要望しているのか。

⇒［都市整備部道路整備課］

はい。

○　土砂災害の影響を受けやすいなど防災安全対策上の事業目的がはっきりしている。また、道路の線形が悪い、大型車交通が多い。大きな目的があるにも関わらず事業を休止するという答えが出ていないと思う。防災対策は別途実施しているという説明があったが、それで十分安全と言えるのか教えて欲しい。

⇒［都市整備部道路整備課］

土砂災害については、現状で必要な箇所について順番に対応しているという状況は変わらない。この計画自体かなり事業費が大きく、B/Cも1.0を切る寸前になっている。対応方針（原案）の判断の理由に記述しているが、用地買収に課題がある。この事業自体は必要だと考えているが、現計画のままで進めていいものかどうかの判断を今のところ出来ていない。今後新名神が出来れば現道の交通量が減る見込みであるが、一方では、面的な開発もある。この計画自体は休止するが、コスト縮減や代替案立案の可能性の視点に記載のとおり、周辺状況の変化によって、トンネルという形ではなく、現道の拡幅など他の整備手法も含め今後検討していく必要があると考えている。

○　土砂災害の影響はないと思ってよいか。

⇒［都市整備部道路整備課］

それは、現在も進めているところである。

○　通行不能になることはないという理解でよいか。

⇒［都市整備部道路整備課］

このバイパスになっている区間の北側は、雨量による通行規制の範囲に入っている。雨量が多くなれば箕面インターチェンジにかけて通行止めになる区間である。通行止めになれば、国道477号や箕面グリーンロードを迂回路に設定している。

○　地域住民にとっては生活上、一時的ではあるが支障となる。また、そのことが原因で交通の流れが変わる。土砂災害対策であるということであれば、そこをなおざりにしない方がいいと思う。用地買収に課題があることも分かるが、事業目的の所に大きく土砂災害の危険性があり、豪雨で通行止めになるという状況であれば、地域住民にとっては必要なのではと思う。事業費が大きいという理由もあるが、事業目的と休止になっている理由にズレがあるように感じる。

○　休止の理由について、数値的な根拠も含めて、もう少し納得できる説明が必要だと思う。

⇒［都市整備部道路整備課］

整理して次回説明する。

○　費用便益比が1.0を切ると、事業をすべきでないとなるのか、あくまで1つの判断材料なので必要があれば事業を行うのか。

⇒［都市整備部道路整備課］

あくまで1つの判断材料である。

○　であれば、なおさら納得できる説明が必要だと思う。

○　本当に必要性がまだ残っているのか。何故、今の段階でやめると言わないのか疑問に思う。その判断を休止、つまり延期することだと思うが、その判断が約５年後に、箕面森町が出来ることによって変わり得るのかどうか。その点について説明いただければ、今は判断できないからその結果を見て、ということが言えると思うので、ご検討いただきたい。

⇒［都市整備部道路整備課］

承知した。

◆［会長］

他にご意見やご質問等はあるか。
特に無いようなので、本件については、本日のご意見等を踏まえて次回改めて説明いただき、審議を行いたいと思う。

◆［会長］

　　本日予定していた審議は以上をもって終了する。
以上
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